
◆特集 人身取引◆

カナダの人身取引に関する立法動向
宮田 智之

近年、人身取引が国際的に問題化している。

それは、非合法薬物のように多大な利益を犯罪

組織にもたらす一方で、およそ90万にも及ぶ

人々が人身取引の被害者となっている（アメリ

カ政府の
(注１)

推定)。

今日の人身取引の大きな特徴は、国際的な

ネットワークを持つ犯罪組織が中心となって行

い、国境を越えたグローバルな現象であるとい

う点にある。カナダもその例外ではなく、主に

発展途上国出身者がトロントをはじめとする大

都市部で売春などを強いられていると言われて

いる。

カナダ政府はこの問題に対処するため、2001

年に移民難民保護法（Immigration and Refu-

gee Protection Act：2001,c.27）を改正した。

同法は、人身取引に関わった者に対して、100万

カナダドル（約71万ドル）若しくは終身刑を科

するなど、極めて厳しい罰則を定めている。

１ 事例

カナダに在住する人身取引被害者の多くは、

マレーシアやタイなどのアジア系諸国や東ヨー

ロッパ諸国の出身者である。こうした被害者の

大半が女性や児童で、大都市部で売春や強制労

働を強いられていると言われている。以下で紹

介する事件は、カナダで実際にあった人身取引

に関わる事例で
(注２)

ある。

・警察は国際的な犯罪組織に関わる者、約40名

を逮捕した。その犯罪組織は、北米でマレー

シア出身者などのアジア系女性数百人を売春

目的で売り払っていた。一方女性たちは、そ

の犯罪組織に対し３万米ドルの借金を負って

おり、その返済が完了するまで売春を行わな

ければならなかった。また女性たちは、トロ

ントやバンクーバー、そしてロサンゼルスな

どの諸都市の売春宿を定期的に巡回させられ

ていた。

・警察がトロントにある10の売春宿を閉鎖した

とき、数十名に及ぶアジア系女性がほぼ奴隷

に近い状態から解放された。警察によると、

この売春宿と繫がりのあった犯罪組織は、ト

ロントにある15の売春宿に対し、３か月おき

に30名から40名の女性を売り払い、女性一人

につき１万6000米ドルを受け取っていた。

以上の事例は、カナダにおいても人身取引が

活発に行われ、その被害者が多数存在すること

を示唆するものである。ただし、カナダでの人

身取引の実態については、体系的な調査が未だ

行われていないことから、実際にどの程度の人

身取引の被害者がいるのか、といった具体的な

点は未だ明らかになっていない。

２ 移民難民保護法

1990年代前半から、カナダ政府は組織犯罪の

撲滅に力を入れており、非合法薬物の取引やマ

ネー・ロンダリング(資金洗浄)などへの対策を

強化している。近年、カナダ政府は人身取引に

ついてもこうした組織犯罪対策の一環として対

処するようになってい
(注３)

るが、この問題を組織犯

罪対策の文脈において捉える傾向は、犯罪行為

に関わった者に厳しい罰則で臨む一方で、後述

するように人身取引被害者保護の姿勢を希薄に

している一因ともなっている。

カナダ政府は2001年６月に25年ぶりとなる移

民難民保護法の改正を行い、人身取引に関わる

規定を新たに盛り込んだ。主な改正点としては、
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人身取引に関わった者に最高で100万カナダド

ル（71万米ドル）若しくは終身刑を科し、又は

これらを併科し、また裁判所に同法が対象とす

る人身取引を含む犯罪で得た財産を没収する権

限を与えている点などが挙げられる。

人身取引に関わる処罰規定

移民難民保護法第118条から第121条までの規

定、及び第137条は人身取引を行った者を処罰す

る規定であり、以下はその概要である。

・誘拐、詐欺、暴力、威嚇又は強要を通じて人

を入国させることを組織してはならない。そ

の組織には、人を勧誘し搬送することが含ま

れる。またカナダ入国後にそれらの者を受け

入れ、宿泊させることも含まれる（第118条）。

・この法律に違反して、カナダに入国すること

を唆し、又は支援する目的で人を上陸させて

はならない（第119条）。

・第118条又は第119条に違反した者は、100万カ

ナダドル以下の罰金若しくは終身刑を科さ

れ、又はそれらが併科される（第120条）。

・裁判所は、第120条で科される刑罰の内容を決

める際に、以下の点を考慮に入れるものとす

る。⒜犯罪を実行している間に、人の身体を

傷つけ、又は死に至らしめたか、⒝犯罪の実

行が、犯罪組織のために、若しくはその指示

の下に、又は犯罪組織と共謀して、行われた

か、⒞犯罪の実行が、実際に利益を生み出し

たか否かを問わず、利益を得る目的で行われ

たか、⒟犯罪の実行の結果、労働・公衆衛生

条件、又は性的搾取を含む屈辱的状態に人を

至らしめたか（第121条）。

・この法律が対象とする犯罪で有罪を宣告する

裁判所は、その犯罪に関連したあらゆる財産

の没収を命じることができる（第137条）。

３ 移民難民保護法の課題

上記のように移民難民保護法は、人身取引に

関わった者に対して厳しい罰則を設けている。

その一方で人身取引被害者に対する保護規定が

欠如し、人身取引という問題に対応する上であ

まりにも偏った法律であるとの批判が多くの専

門家の間で表明されている。たとえば、人身取

引の問題に詳しいビクトリア大学のリープ

（Annalee Leep）教授は「被害者保護も重視す

るアメリカ政府と比べ、カナダ政府は人身取引

に対して未だ包括的な政策を打ち出していな

い」と厳しい意見を述べて
(注４)

いる。

なかでも移民難民保護法では、「難民保護」

（Refugee protection）という規定を設けてい

るが、この規定が人身取引被害者の保護に、ど

の程度効果があるのか疑問視する声が少なから

ず存在するのである。

難民保護（Refugee protection）

難民保護の規定は、移民難民保護法第95条か

ら第97条までの規定において定められており、

次の２つのグループが保護の対象となる。すな

わち、人種・宗教・政治的理由から迫害を受け

る「条約難民（convention refugee）」と「保護

の必要性のある者（person in need of protec-

tion）」のグループに対して移民難民委員会

（Immigration and Refugee Board）という政

府機関が難民保護の認定を行う。人身取引との

関連では、人身取引被害者が後者の「保護の必

要性のある者」に該当するのかという点が問題

となる。そこで以下では、「保護の必要性のある

者」について定義した第97条を紹介する。

・保護の必要性のある者とは、カナダに在住し、

母国若しくは国籍のある国、又は国籍を持た

ない場合、先に居住していた国への退去によ

り、次の境遇となる者である。⒜拷問禁止
(注５)

条約

第１条の意味における拷問の危険性がある

者、⒝生命の危険、若しくは残虐かつ尋常で

ない扱い、又は刑罰を受ける恐れがある者(第

97条)。
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・カナダに在住している者で規則により保護の

必要性のある者と認定される人々の集団の一

員も、保護の必要性のある者とされる（第97

条）。

多くの専門家は、この「保護の必要性のある

者」に、人身取引被害者が必ずしも含まれる訳

ではないことから、被害者が犯罪者として不当

に扱われる可能性があると指摘している。たと

えば、カナダ難民評議会（Canadian Council for
 

Refugees）というNGOは、第97条が現状のま

まだと、警察が人身取引に関わるケースを摘発

しても、被害者は保護を与えられる代わりに、

犯罪者か「不法移民」として扱われ、逮捕・拘

留そして国外退去命令を受ける可能性が高いと

主張して
(注６)

いる。そのため専門家の間では、第97

条において人身取引被害者についても明記すべ

きだとの意見が数多く存在する。

４ 国際条約の署名・批准状況

最後に、人身取引に関連した国際条約に対す

るカナダ政府の署名・批准状況を紹介する（1980

年代後半以降の条約に限る）。

「児童の権利に関する条約」（Convention on
 

the Right of the Child)：1990年５月28日に署

名し、1991年12月13日に批准した。

「すべての移住労働者及びその家族構成員の

権利の保護に関する国際条約」（International
 

Convention on the Protection of the Rights of
 

All Migrant Workers and Members of their
 

Families)：現時点で、署名・批准双方ともして

いない。

「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合

条約を補足する人、特に女性及び児童の取引を

防止し、抑止し及び処罰するための議定書」

（Protocol to Prevent,Suppress and Punish
 

Trafficking in Persons, Especially Women

 

and Children)：2000年12月14日署名し、2002年

５月13日に批准した。

(注)

⑴ U.S. Department of State, Trafficking in Per-

sons Report,＜http://www.state.gov/g/tip/rls/ti-

prpt/2003/＞(last access2004.2.27)

⑵ Protection Project, Johns Hopkins University
 

School of Advanced International Studies,Coun-

try Report: Canada,＜http://www.protectionpro-

ject.org/main1.htm＞(last access2004.2.27)

⑶ Public Safety and Emergency Preparedness
 

Canada, Facts  About  Organized  Crime in
 

Canada,＜http://www.psepc-sppcc.gc.ca/policing/

organized crime/FactSheets/org crime e.asp＞

(last access2004.2.27)

⑷ Canadian Council for Refugees, Trafficking in
 

Women and Girls, Fall 2003.p.23.＜http://www.

web.net/%7Eccr/ccrtrafficking.PDF＞(last
 

access2004.2.27)

⑸ Convention Against Torture and Other Cruel,

Inhumane or Degrading Treatment or Punishment

⑹ Canadian Council for Refugee,Ibid.,なお仮に国

外退去命令を受けたとしても、即出国しなければな

らない訳ではなく、次の「国外退去前リスク評価」

（Pre-Removal Risk Assessment）という手続が残

されている。すなわち移民難民保護法では、国外退去

命令を受けた者は、カナダ市民権移民局（Citizenship
 

and Immigration Canada）に対し、国外退去前リス

ク評価の申請を行うことができると規定し、この申

請が認められると、難民保護が認められるか、又は国

外退去命令が停止される。しかし、こうした措置もま

た人身取引被害者を直接保護するものではない。

（みやた ともゆき・海外立法情報課非常勤調

査員）
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移民難民保護法における難民保護並びに人身取引取締に関する規定（抄）

Immigration and Refugee Protection Act 2001,c.27（Assented to 1st November2001)

PART 2Refugee Protection
 

Division1.Refugee Protection,Convention Refugees and Persons in need of Protection；and,

PART 3Enforcement
 

Updated to December31,2003

宮田 智之 訳

第２章 難民保護

第１節 難民保護、条約難民及び保護の必要性

のある者（第95条～第98条）

第97条 保護の必要性のある者

⑴ 保護の必要性のある者とは、カナダに在住

し、母国若しくは国籍のある国、又は国籍を

持たない場合、過去に常態的に居住していた

国への退去により、個人的に（personally）次

の状況に陥ることとなる者とする。

⒜ 相当な理由があると考えられ、拷問禁止

条約第１条の意味における拷問の危険

⒝ 次の場合における残虐かつ尋常でない扱

い又は刑罰の危険

ⅰ その者が当該国の保護を利用すること

ができない、又はその危険のために保護

を利用することを忌避しているとき。

ⅱ その危険が当該国のあらゆる地域にお

いてその者に及び、かつ当該国に在住す

る他の者又は当該国出身の他の者には一

般的には及ばないとき。

ⅲ 承認された国際的基準を無視して科せ

られるときを除き、その危険が法定の処

罰に固有又は付随するものではないと

き。

ⅳ その危険が適切な保健又は医療を当該

国が施すことができないことにより生じ

るものではないとき。

⑵ カナダに在住し諸規則により保護の必要性

があると規定された集団の一員に該当する者

も、保護の必要性のある者とする。

第98条 適用除外

難民条約第１節 E条又は F条に規定する者

は、条約難民又は保護の必要性のある者としな

い。

第３章 法執行

密入国及び人身取引（第117条～第121条）

第118条 犯罪―人身取引

⑴ いかなる者も、事情を知りながら、誘拐、

詐欺、欺もう、暴力の行使若しくは脅迫又は

強要を通じて一人又は複数の者のカナダへの

入国を組織してはならない。

⑵ ⑴項において人に関して「組織する（orga-

nize）」とは、人々の募集又は搬送、カナダ入

国後におけるそれらの者の受入れ又は隠家の

提供を含む。

第119条 海上からの上陸

この法律に違反して、カナダへの入国を勧誘

し、若しくは支援し、又は教唆する目的で一人

の者又は集団を上陸させてはならない。

第120条 罰則
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第118条又は第119条に違反した者は、有罪と

され、正式起訴（indictment）による有罪判決に

基づき、100万カナダドル若しくは終身刑又はそ

れらが併科される。

第121条 加重要因

⑴ 裁判所は、第117条⑵項若しくは⑶項又は第

120条に基づき科される刑罰を決定する際に、

次の点を考慮に入れるものとする。

⒜ 犯罪を実行している間に、人の身体を傷

つけ、又は死に至らしめたか否か。

⒝ 犯罪の実行が、犯罪組織のために、若し

くはその指示の下に、又は共謀して行われ

たか否か。

⒞ 犯罪の実行が、実際に利益を生み出した

か否かを問わず、利益を得る目的で行われ

たか否か。

⒟ 犯罪の実行の結果、労働若しくは公衆衛

生条件に関すること又は性的搾取を含め、

屈辱的又は下劣な状態に人を従わせたか否

か。

⑵ この条の⑴項⒝号の目的のために、「犯罪組

織（criminal organization）」とは、正式起訴

により国会法（an Act of Parliament）に基

づき処罰される犯罪の実行の助長のために、

又はカナダ国内で実行されたときは犯罪とさ

れる犯罪の実行を助長するために、協力して

行動する多数の者により計画され、組織され

た犯罪行為を構成する行為に関与し、又は関

与したことがあると、合理的な理由に基づき、

考えられた組織をいう。

財産の没収

第137条 財産の没収

⑴ この法律に基づく犯罪の廉で、有罪を宣告

する裁判所は、科する刑罰に加えて、当該の

犯罪に関連して得た犯罪関連財産はカナダの

権限で王国陛下に没収される旨を命ずること

ができる。

⑵ －略－

（みやた ともゆき・海外立法情報課非常勤調

査員）
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